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中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 26日
親 会 社 名 － (コード番号:    )－ 親会社における当社の株式保有比率： － ％
米国会計基準採用の有無 無

1.16年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成16年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       33,967     2.9         △23 －         △268 －
15年 9月中間期       33,023   △11.7         282－           63－

16年 3月期       80,970－        2,575－        2,091－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期       △1,499－         △36.62 －
15年 9月中間期       △5,370－        △131.12 －

16年 3月期       △6,127－        △149.88 －

(注 )1.持分法投資損益 16年 9月中間期 百万円 15年 9月中間期 百万円－ －
16年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期     40,938,480株 15年 9月中間期     40,957,693株
16年 3月期     40,951,321株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       70,609       6,145      8.7         150.14
15年 9月中間期       78,105       8,453     10.8         206.42

16年 3月期       77,786       7,709      9.9         188.06
(注 )期末発行済株式数(連結) 16年 9月中間期     40,933,115株 15年 9月中間期     40,951,079株

16年 3月期     40,941,666株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期          842        △509       △1,233        8,259
15年 9月中間期          835        △193       △1,518        9,289

16年 3月期        3,736        △916       △3,825        9,159

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    2 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－     1 － －

2.17年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       77,000       1,650         450

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          10円99銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 ４ ペ ー ジ を ご 参 照 下 さ い 。
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１．企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社、子会社 3社及び関連会社 1社で構成され、主な事業内容は建設事業であります。 

当社グループの事業に係わる位置付け、及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

建 設 事 業       ：当社は総合建設業を営んでおります。非連結子会社ドーム建設工業㈱と持分法非適用関連

会社日本イコス㈱が土木建築工事を営んでおり、当社は施工する工事の一部を上記関係会

社に発注しています。また、連結子会社㈱ハイテクリース、連結子会社緑興産㈱より建設

機器等のリース、材料等の仕入を行っております。 

開 発 事 業       ：当社は、宅地の開発・販売、マンション・戸建住宅の建設・販売を開発事業として営んで

おります。 

その他の事業       ：建設機器・車両等のリース業、緑化材料の販売業を営んでおります。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

得       意       先

当          社

建設事業及びその他の事業 開発事業

連結子会社 連結子会社 非連結子会社
 緑興産㈱  ㈱ハイテクリース  　　ドーム建設工業㈱

 　　日本イコス㈱
持分法非適用関連会社
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２．経 営 方 針 

(１) 会社の経営の基本方針 

当社は、「環境・防災・維持補修」に関連する専門技術、工法を有し、「総合提案力がある専門工事を

得意とする建設会社」として、広く社会に貢献することを経営理念とし、環境に配慮し持続的な成長発

展を図り、当社グループの企業価値をより高めることを経営方針としております。 

 

(２) 会社の利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、企業体質の強化や内部留保の充実による経営基盤の強化を図りながら株主

への安定的な利益還元に努め、当期の業績や今後の経営環境などを勘案して決定することを基本方針と

しております。 

 しかしながら、厳しい経営環境から、既に公表しておりますとおり今期配当を見送らせていただきま

すが、収益力の向上と財務体質の改善を推し進め、早期復配を目指し今後とも最善の努力を行ってまい

ります。 

 

(３) 中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

 建設業界を取巻く環境は、政府が進める構造改革の中で、国、地方自治体とも事業の見直しや予算の

削減等により公共投資が大幅に減少し、今後もますます厳しい状況が続くことが予想されます。 

 このような厳しい経営環境のもと、当社は経営戦略の柱として、社会ニーズに応える「環境・防災・

維持補修」等に関連する特色ある専門技術の提供に取組んでまいります。 

 また、経営基盤の確立を目指すため、品質管理・工程管理の強化による「原価低減」、固定費の圧縮に

よる「経費削減」により収益力の向上を図り、有利子負債の削減を柱とする「財務体質の改善」に努め

てまいります。 

 

 当社が提供している環境関連技術は次のとおりであります。 

 （環境技術）－「生態系との共生」を目指して環境保全技術を推進 

緑や生態系の回復、汚染された河川水の浄化、破壊された景観の回復、建設副産物や発生土の抑制や

リサイクルなど、自然環境との調和を図りながら環境にやさしい環境保全型技術の開発・推進に積極的

に取組んでおります。 

（防災技術）－ 快適な都市空間のために「災害から守る技術」を創造 

 国土の保全ならびに快適な都市空間の創造のために、岩盤崩落、老朽化した吹付けコンクリートの剥

落、地震時の液状化などによる災害に対して最適な防災対策工を提案しております。 

 （維持・補修技術）－ 社会資本ストックの更新ニーズに応える多彩な技術 

 インフラ整備にもまして維持管理・更新が重要な課題となりつつある現在において、社会資本が健全

な機能を発揮するため、当社の高い技術によって調査・設計・施工から維持補修まで、トータルに対応

しております。 
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(４) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、企業活動を支えるすべての利害関係者の利益を重視し、かつ法令の遵守に基づく企業倫理の

重要性を認識するとともに、企業の継続的な発展を図り、社会的信用を獲得する為、経営の透明性､健全

性を高めることをコーポレート・ガバナンスに関する基本的な方針としております。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

① 当社は監査役制度を採用しており、監査役４名のうち２名が株式会社の監査等に関する商法の特例

に関する法律第 18条第 1項に定める社外監査役であります。社外監査役と当社の間に取引等の利

害関係はありません。 

② 取締役会は原則として毎月１回、その他必要に応じて開催し、経営の基本方針、決定専決事項、そ

の他経営にかかる重要事項等に関する討議・決定を行うとともに、業務の執行状況に関する監督、

経営計画の進捗状況の確認等を行っております。 

③ 当社は取締役会の戦略性、機動性を高め意思決定のスピード化を図るため、執行役員制度を導入し、

経営監督機能と業務執行機能の分担を明確化しております。また、経営全般についての審議・報告

を行う為に月 1回経営会議を開催しており、重要事項については取締役会に付議し決定しておりま

す。 

④ 取締役会及び経営会議を含め重要な会議には、経営監視機能を強化する観点から、監査役が出席し

ております。 

⑤ 会計監査人である監査法人保森会計事務所からは、独立監査法人としての公正・不偏な立場から監

査を受けており、顧問弁護士については、複数の法律事務所と顧問契約を締結し、必要に応じて指

導・助言等を受けております。 

⑥ 内部統制の仕組みとして、社長室が、監査計画に基づく内部監査を実施しております。 

⑦ リスク管理の強化を図るため、「行動規範（コンプライアンス基本方針）」および「コンプライアン

スマニュアル」を定め、コンプライアンス委員会において、法令遵守はもとより企業倫理や環境問

題等の社会的責任に基づいた企業行動の徹底を図っております。 

⑧ その他社外に向けた経営情報の提供のために、ホームページの適時更新をはじめとするＩＲ・広報

活動等を積極的に行っております。 
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３．経営成績及び財政状態 

(１) 当中間期の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により設備投資が増加傾向を示し、雇用

情勢や個人消費にも明るさが見え始めるなど、景気は緩やかに回復基調を辿りました。 

 当建設業界におきましては、民間設備投資が製造業を中心に活発な動きを示しましたものの、公共投

資は、政府の構造改革により一段と減少し、受注環境は非常に厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループは積極的に営業活動に取組みましたが、公共事業の縮減による

厳しい価格競争により、売上高は前年同期比 2.9％増の 33,967 百万円となったものの、経常損益は 268

百万円の損失となりました。また、販売用不動産評価損、貸倒損失等の特別損失 538 百万円、法人税等

調整額 611百万円を計上した結果、当中間純損失は 1,499百万円となりました。 

また、事業のセグメント別業績は、次のとおりです。 

（建設事業） 

完成工事高は 33,088百万円、営業損失は 177 百万円であります。 

（開発事業） 

売上高は 228百万円、営業損失は 13百万円であります。 

（その他の事業） 

売上高は 1,294 百万円、営業利益は 137百万円であります。 

(２) 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、企業収益の改善に伴い、景気の緩やかな回復傾向は持続するものと期

待されますが、原油価格の高騰に加え、米国、アジア経済の減速が懸念されるなど楽観はできない状況

であります。 

 当建設業界におきましては、政府が進める構造改革の一層の強化により、公共事業の見直しや予算の

縮減等により事業量が大幅に減少し、今後もますます厳しい状況が続くことが予想されます。 

このような状況を踏まえ、通期の連結業績予想につきましては、売上高 77,000百万円、経常利益 1,650

百万円、当期純利益 450百万円を見込んでおります。 
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(３) 財政状態 

当中間期の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動により 8億 42 百万円増加し、投資活

動により 5億 9百万減少し、財務活動により 12億 33百万円減少した結果、現金及び現金同等物は 9億

円減少し、当中間期末残高は 82億 59百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは 8億円の資金増加（前年同期 8億円の増加）となりました。 

これは主に、減価償却費 5 億円等非資金項目を調整した収入のほか、売上債権の減少 50 億円による資

金増加、仕入債務の減少 49億円による資金の減少によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは 5億円の資金減少（前年同期 1億円の減少）となりました。 

これは主に、有形固定資産増加による支出 6億円がありましたが、有形固定資産売却による収入 2億円

によりその一部が相殺されております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは 12億円の資金減少（前年同期 15億円の減少）となりました。 

これは主に、短期借入金返済による支出 13億円と、長期借入返済による支出 29億円に対し、長期借入

による収入 30億円であります。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

 平成 15年 3 月 平成 15年 9 月 平成 16年 3 月 平成 16年 9 月 

自己資本比率 15.21 ％ 10.82 ％ 9.91 ％ 8.70 ％ 

時価ﾍﾞｰｽ自己資本比率 21.90 ％ 24.43 ％ 15.26 ％ 12.75 ％ 

債務償還年数 6.5 年 ─  10 年 ─  

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 10.6  ─  5.9  ─  

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ﾍﾞｰｽ自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 有利子負債は連結貸借対照表に計上している負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。 

※ 利払いはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※ 平成 16年 9 月及び平成 15 年 9月の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、

営業キャッシュ・フローが半期であるため記載しておりません。 
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４．中間連結財務諸表等  

１． 中間連結貸借対照表 
 （単位：百万円） 

期   別 前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  
前連結会計年度の          
要約連結貸借対照表  

（平成 15年 9月 30日現在） （平成 16年 9月 30日現在） （平成 16年 3月 31日現在） 
科   目 金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

（ 資 産 の 部 ）                   

流 動 資 産  49,030 62.8  43,284 61.3  49,995 64.3 

現 金 預 金  9,289   8,259   9,159  

受 取 手 形 ・               
完 成 工 事 未 収 入 金 等 

 19,229   20,155   25,220  

有 価 証 券  49   ―   19  

販 売 用 不 動 産  7,417   5,931   6,209  

未 成 工 事 支 出 金 等  10,487   7,204   7,278  

繰 延 税 金 資 産  1,285   530   1,130  

そ の 他  1,417   1,497   1,181  

貸 倒 引 当 金 △ 146  △ 294  △ 203  

固 定 資 産  29,074 37.2  27,325 38.7  27,791 35.7 

有 形 固 定 資 産  24,028 30.8  24,236 34.3  24,243 31.2 

建 物 ・ 構 築 物  13,229   6,957   13,229  

機械・運搬具・工具器具備品   7,149   2,304   7,256  

土 地  13,780   13,780   13,780  

そ の 他  5,062   1,194   4,799  

減 価 償 却 累 計 額 △ 15,193   ―  △ 14,822  

無 形 固 定 資 産  271 0.3  257 0.4  267 0.3 

投 資 そ の 他 の 資 産  4,774 6.1  2,831 4.0  3,280 4.2 

投 資 有 価 証 券  1,579   1,722   1,784  

繰 延 税 金 資 産  1,413   ―   ―  

そ の 他  3,057   2,446   2,764  

貸 倒 引 当 金 △ 1,275  △ 1,337  △ 1,267  

資 産 合 計           78,105 100  70,609 100  77,786 100 
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 （単位：百万円） 

期   別 前中間連結会計期間  当中間連結会計期間  
前連結会計年度の          
要約連結貸借対照表  

（平成 15年 9月 30日現在） （平成 16年 9月 30日現在） （平成 16年 3月 31日現在） 
科   目 金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

（ 負 債 の 部 ）                   

流 動 負 債  57,214 73.3  52,782 74.8  58,643 75.4 

支払手形・工事未払金等  18,428   17,920   22,913  

短 期 借 入 金  30,156   28,051   29,391  

未 成 工 事 受 入 金  6,462   4,131   4,182  

完 成 工 事 補 償 引 当 金  105   135   131  

賞 与 引 当 金  119   375   101  

そ の 他  1,941   2,167   1,923  

固 定 負 債  12,437 15.9  11,681 16.5  11,433 14.7 

長 期 借 入 金  9,429   7,999   7,890  

退 職 給 付 引 当 金  2,446   3,021   2,737  

そ の 他  562   661   805  

負 債 合 計           69,651 89.2  64,463 91.3  70,077 90.1 

（ 資 本 の 部 ）                   

資 本 金  7,302 9.4  7,302 10.3  7,302 9.4 

資 本 剰 余 金  6,880 8.8  0 0.0  6,880 8.8 

利 益 剰 余 金 △ 5,986 △7.7 △ 1,372 △1.9 △ 6,743 △8.7 

その他有価証券評価差額金   301 0.4  264 0.4  317 △0.4 

自 己 株 式 △ 44 △0.1 △ 49 △0.1 △ 47 △0.1 

資 本 合 計           8,453 10.8  6,145 8.7  7,709 9.9 

負 債 ・ 資 本 合 計           78,105 100  70,609 100  77,786 100 
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２．中間連結損益計算書 
 （単位：百万円） 

期   別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の          
要約連結貸借対照表 

 
科   目 

自 平成15年4月 1日         
至 平成15年9月30日         

自 平成16年4月 1日         
至 平成16年9月30日         

自 平成15年4月 1日         
至 平成16年3月31日         

 金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

売 上 高            33,023 100  33,967 100  80,970 100 
完 成 工 事 高  32,121   33,225   79,089  

そ の 他 の 事 業 売 上 高  901   741   1,881  

売 上 原 価            29,310 88.8  30,498 89.8  71,637 88.5 
完 成 工 事 原 価  28,583   29,979   70,120  

そ の 他 の 事 業 売 上 原 価  727   518   1,517  

売 上 総 利 益            3,712 11.2  3,469 10.2  9,332 11.5 
完 成 工 事 総 利 益  3,538   3,246   8,968  

そ の 他 の 事 業 売 上 総 利 益  174   223   363  

販売費及び一般管理費            3,430 10.4  3,492 10.3  6,756 8.3 

営 業 利 益 又 は 損 失（△）  282 0.8 △ 23 △0.1  2,575 3.2 
営 業 外 収 益            91 0.3  61 0.2  153 0.2 
受 取 利 息  1   0   5  

受 取 配 当 金  13   15   23  

特 許 関 連 収 入  31   19   60  

雑 収 入  45   25   64  

営 業 外 費 用            311 0.9  306 0.9  637 0.8 
支 払 利 息  276   270   568  

デ リ バ テ ィ ブ 費 用  34   34   68  

雑 支 出  0   1   0  

経 常 利 益 又 は 損 失（△）  63 0.2 △ 268 △0.8  2,091 2.6 
特 別 利 益            58 0.2  3 0.0  65 0.1 
固 定 資 産 売 却 益  1   3   1  

投 資 有 価 証 券 売 却 益  57   ─   63  

特 別 損 失            692 2.1  538 1.6  1,774 2.2 
販 売 用 不 動 産 評 価 損  235   83   1,128  

固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損  4   3   8  

子 会 社 整 理 損 失  25   ─   25  

投 資 有 価 証 券 評 価 損  ─   5   4  

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  11   14   10  

貸 倒 損 失  210   276   392  

早 期 退 職 特 別 加 算 金  9   ─   9  

役 員 退 職 慰 労 金  195   154   195  

税金等調整前当期純利益又は 
中間（当期）純損失（△） △ 570 △1.7 △ 803 △2.4  382 0.5 

法人税、住民税及び事業税  90 0.3  83 0.2  194 0.2 
法 人 税 等 調 整 額  4,709 14.3  611 1.8  6,315 7.8 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 （ △ ） △ 5,370 △16.3 △ 1,499 △4.4 △ 6,127 △7.6 
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３．中間連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

期   別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度 の           
要約連結剰余金計算書 

 
科   目 

自 平成15年4月 1日         
至 平成15年9月30日         

自 平成16年4月 1日         
至 平成16年9月30日         

自 平成15年4月 1日         
至 平成16年3月31日         

（資本剰余金の部）       

資 本 剰 余 金 期 首 残 高  6,880  6,880  6,880 

資 本 剰 余 金 増 加 高   0  ─  0 

自 己 株 式 処 分 差 益  0  ─  0 

資 本 剰 余 金 減 少 高   ─  6,880  ─ 

資 本 準 備 金 取 崩 額  ─  6,880  ─ 

資本剰余金中間期末（期末）残高  6,880  0  6,880 

（利益剰余金の部）       

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △ 605 △ 6,743 △ 605 

利 益 剰 余 金 増 加 高   ─  6,880  ─ 

資 本 準 備 金 取 崩 額  ─  6,880  ─ 

利 益 剰 余 金 減 少 高   5,380  1,509  6,137 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失  5,370  1,499  6,127 

役 員 賞 与 金  10  10  10 

利益剰余金中間期末（期末）残高 △ 5,986 △ 1,372 △ 6,743 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円）  

期    別  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の要約            
キャッシュ・フロー計算書            

 
科    目  

自 平成15年4月 1日         
至 平成15年9月30日         

自 平成16年4月 1日         
至 平成16年9月30日         

自 平成15年4月 1日         
至 平成16年3月31日         

Ⅰ  営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純損失（△）  △ 570 △ 803  382 
減価償却費 
貸倒引当金の増加・減少（△）額  
完成工事補償引当金の増加額  
賞与引当金の増加・減少（△）額  
退職給付引当金の増加額 
販売用不動産評価損  
有形固定資産売却益  
有形固定資産除却・売却損  
有価証券・投資有価証券売却益 
有価証券・投資有価証券評価損 
受取利息・受取配当金  
支払利息  
売上債権の減少額 
販売用不動産の減少額  
未成工事支出金の減少・増加（△）額  
その他資産の減少・増加（△）額  
子会社整理損失  
仕入債務の減少（△）額  
未成工事受入金の増加・減少（△）額  
未払消費税の増加・減少（△）額  
その他負債の増加・減少（△）額  
その他  

 
△ 
 
△ 
 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
 
 
△ 
 
 
△ 
 
△ 
△ 
△ 

422 
66 
11 
113 
251 
235 
1 
4 
57 
─ 
14 
311 
7,034 
453 
3,032 
478 
25 
5,548 
1,931 
65 
486 
10 

 
 
 
 
 
 
△ 
 
 
 
△ 
 
 
 
 
△ 
 
△ 
△ 
 
 
△ 

516 
160 
4 
274 
283 
85 
3 
3 
─ 
5 
16 
304 
5,064 
192 
74 
3 
─ 
4,992 
50 
220 
55 
130 

 
△ 
 
△ 
 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
 
 
 
 
 
△ 
△ 
 
△ 
△ 

976 
17 
36 
132 
542 
1,128 
1 
8 
63 
4 
28 
637 
1,044 
769 
177 
933 
25 
1,062 
348 
36 
568 
10 

小 計            1,194  1,246  4,470 

利息及び配当金の受取額 
利息の支払額  
法人税等の支払額 

 
△ 
△ 

14 
322 
50 

 
△ 
△ 

16 
310 
109 

 
△ 
△ 

27 
648 
114 

営業活動によるキャッシュ・フロー   835  842  3,736 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー       

有価証券・投資有価証券取得による支出  
有価証券・投資有価証券売却による収入  
有形固定資産取得による支出  
有形固定資産売却による収入  
無形固定資産取得による支出  
無形固定資産売却による収入  
貸付金の回収による収入  

△ 
 
△ 
 
△ 
 
 

5 
204 
386 
3 
26 
─ 
16 

△ 
 
△ 
 
△ 
 
 

32 
20 
694 
211 
16 
0 
3 

△ 
 
△ 
 
△ 
 
 

7 
267 
1,234 
84 
52 
2 
22 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 193 △ 509 △ 916 
Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー       
短期借入金の純減少額  
長期借入れによる収入  
長期借入金の返済による支出  
その他  

△ 
 
△ 
△ 

1,672 
3,500 
3,333 
13 

△ 
 
△ 
△ 

1,339 
3,100 
2,991 
1 

△ 
 
△ 
△ 

2,437 
6,008 
7,379 
16 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 1,518 △ 1,233 △ 3,825 
Ⅳ  現金及び現金同等物の減少（△）額  △ 876 △ 900 △ 1,005 

Ⅴ  現金及び現金同等物期首残高  10,165  9,159  10,165 

Ⅵ  現金及び現金同等物中間期末（期末）残高   9,289  8,259  9,159 

 



平成16年11月26日平成17年 3月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 日 特 建 設 株 式 会 社 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 192 9 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.nittoc.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 皐 　 守 宏
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役

氏 名 原 　 欣 二 Ｔ Ｅ Ｌ(     )03 3542－9126

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 26日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       33,317     3.7        △190 －          687－
15年 9月中間期       32,121   △11.8          82   △87.8        △124 －

16年 3月期       79,089－        2,132－        1,662－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期         △386 －          △9.43
15年 9月中間期       △5,451－        △133.09

16年 3月期       △6,218－        △151.84

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期     40,938,480株 15年 9月中間期     40,957,693株
16年 3月期     40,951,321株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期 － － 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期 － －

16年 3月期 － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       67,713        5,617      8.3        137.23
15年 9月中間期       74,595        6,813      9.1        166.39

16年 3月期       73,799        6,058      8.2        147.97

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期     41,065,827株 15年 9月中間期     41,065,827株
16年 3月期     41,065,827株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期        132,712株 15年 9月中間期        114,748株
16年 3月期        124,161株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       76,000       2,500       1,600－ －

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          39円08銭

上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績
は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま す 。
な お 、 上 記 業 績 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 添 付 資 料 ４ ペ ー ジ を ご 参 照 く だ さ い 。
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１．中間財務諸表等  

１． 中間貸借対照表 

 （単位：百万円） 
前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度        期   別 
（平成 15 年 9月 30 日現在） （平成 16 年 9月 30 日現在） （平成 16 年 3月 31 日現在） 

科   目 金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

（ 資 産 の 部 ）           ％ ％  ％

流 動 資 産  47,565 63.8 41,478 61.3  48,513 65.7

現 金 預 金  8,763 7,396   8,674

受 取 手 形  6,090 5,644   7,561

完 成 工 事 未 収 入 金  13,059 14,382   17,298

販 売 用 不 動 産  6,832 5,471   5,751

未 成 工 事 支 出 金  9,001 5,710   5,782

開 発 事 業 等 支 出 金  1,509 1,509   1,509

材 料 貯 蔵 品  104 127   72

繰 延 税 金 資 産  1,258 506   1,091

そ の 他  1,083 1,009   958

貸 倒 引 当 金 △ 136 △ 278  △ 186

固 定 資 産  27,030 36.2 26,234 38.7  25,285 34.3

有 形 固 定 資 産  21,857 29.3 21,685 32.0  21,750 29.5

建 物  7,101 6,794   6,934

機 械 装 置  621 746   693

土 地  13,822 13,822   13,822

そ の 他  311 322   299

無 形 固 定 資 産  224 0.3 221 0.3  232 0.3

投 資その他の資産  4,949 6.6 4,327 6.4  3,302 4.5

投 資 有 価 証 券  1,513 1,652   1,715

長 期 貸 付 金  28 1,501   1

繰 延 税 金 資 産  1,451 ─   ─

そ の 他  4,288 2,535   2,853

貸 倒 引 当 金 △ 2,334 △ 1,362  △ 1,267

資 産 合 計            74,595 100 67,713 100  73,799 100 

 

   ─    ─ 12



日特建設株式会社 

 

 

 （単位：百万円） 
前中間会計期間 当中間会計期間 前 事 業 年 度        期   別 
（平成 15 年 9月 30 日現在） （平成 16 年 9月 30 日現在） （平成 16 年 3月 31 日現在） 

科   目 金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

（ 負 債 の 部 ）           ％ ％  ％

流 動 負 債  56,029 75.1 51,198 75.6  57,125 77.4

支 払 手 形  9,836 9,750   13,120

工 事 未 払 金  8,304 7,953   9,212

短 期 借 入 金  29,377 27,060   28,614

未 払 法 人 税 等  78 118   78

未 成 工 事 受 入 金  6,462 4,131   4,182

完 成 工 事 補 償 引 当 金  105 135   131

賞 与 引 当 金  110 367   93

そ の 他  1,754 1,681   1,693

固 定 負 債  11,752 15.8 10,896 16.1  10,615 14.4

長 期 借 入 金  8,757 7,274   7,120

退 職 給 付 引 当 金  2,442 3,017   2,732

そ の 他  553 605   762

負 債 合 計           67,782 90.9 62,095 91.7  67,740 91.8

（ 資 本 の 部 ）             

資 本 金  7,302 9.8 7,302 10.8  7,302 9.9

資 本 剰 余 金  6,880 9.2 0 0.0  6,880 9.3

資 本 準 備 金  6,880 ─   6,880

そ の 他 資 本 剰 余 金  0 0   0

自 己 株 式 処 分 差 益  0 0   0

利 益 剰 余 金 △ 7,627 △10.2 △ 1,900 △2.8 △ 8,394 △11.4

中間（当期）未処理損失（△） △ 7,627 △ 1,900  △ 8,394

その他有価証券評価差額金  302 0.4 264 0.4  317 0.4

自 己 株 式 △ 44 △0.1 △ 49 △0.1 △ 47 △0.0

資 本 合 計            6,813 9.1 5,617 8.3  6,058 8.2

負 債 ・ 資 本 合 計            74,595 100 67,713 100  73,799 100 
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日特建設株式会社 
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２．中間損益計算書 

 （単位：百万円） 
前 中 間 会 計 期 間          当 中 間 会 計 期 間          前 事 業 年 度          
自 平成15年4月 1日         

至 平成15年9月30日         

自 平成16年4月 1日         

至 平成16年9月30日         

自 平成15年4月 1日         

至 平成16年3月31日         

期   別 
 
科   目 

金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

売 上 高    

完 成 工 事 高  32,121 100 33,317 100  79,089 100 

売 上 原 価    

完 成 工 事 原 価  28,664 89.2 30,044 90.2  70,317 88.9

売 上 総 利 益    

完 成 工 事 総 利 益  3,456 10.8 3,272 9.8  8,771 11.1

販売費及び一般管理費  3,374 10.5 3,463 10.4  6,638 8.4

営 業 利 益又は損失（△）  82 0.3 △ 190 △0.6  2,132 2.7

営 業 外 収 益  105 0.3 1,178 3.5  167 0.2

受 取 利 息  1 1   4

有 価 証 券 利 息  0 0   0

受 取 配 当 金  27 1,135   37

そ の 他  76 41   124

営 業 外 費 用  312 1.0 300 0.9  637 0.8

支 払 利 息  277 264   568

そ の 他  34 36   68

経 常 利 益又は損失（△） △ 124 △0.4 687 2.1  1,662 2.1

特 別 利 益  58 0.2 3 0.0  65 0.1

投 資 有 価 証 券 売 却 益  57 ─   63

固 定 資 産 売 却 益  1 3   1

特 別 損 失  701 2.2 446 1.3  1,656 2.1

販 売 用 不 動 産 評 価 損  235 85   1,001

固 定 資 産 除 却 ・ 売 却 損  4 3   8

投 資 有 価 証 券 評 価 損  ─ 5   4

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損  11 14   10

貸 倒 損 失  210 276   392

早 期 退 職 特 別 加 算 金  9 ─   9

役 員 退 職 慰 労 金  195 61   195

子 会 社 整 理 損 失  34 ─   34

税引前中間（当期）純利益又は

中 間 純 損 失 （ △ ） 
△ 767 △2.4 244 0.7  71 0.1

法人税、住民税及び事業税 △ 15 △0.0 45 0.1 △ 27 △0.0

法 人 税 等 調 整 額  4,698 14.6 584 1.8  6,317 8.0

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失  5,451 17.0 386 1.2  6,218 7.9

前 期 繰 越 損 失  2,176 1,514   2,176

中 間 （ 当期）未処理損失  7,627 1,900   8,394

 




